児童生徒の問題行動に対するスクールカウンセラーの予防的取り組み : 現状と実現への課題 by 小高 佐友里
児童生徒の問題行動に対するスクールカウンセラー
の予防的取り組み : 現状と実現への課題
著者 小高 佐友里
出版者 法政大学大学院
雑誌名 大学院紀要 = Bulletin of graduate studies
巻 81
ページ 29-35
発行年 2018-10-31
URL http://doi.org/10.15002/00021338
29
1 
 
児童生徒の問題行動に対するスクールカウンセラーの予防的取り組み 
―現状と実現への課題― 
 
人文科学研究科 心理学専攻 
博士後期課程3 年 小高 佐友里 
 
 本研究では，スクールカウンセラー（以下 SC）によって行われている予防的取り組みの現状と，実践の際の課題につ
いて検討することを目的とした。SC34 名を対象に，心理教育的援助サービスの実践への自己効力感によって，予防的取
り組みを行う際の課題意識に差が見られるかどうかについて検討するために，質問紙調査を実施した。その結果，「予防
的実践への課題意識」として「SC 自身のスキル不足」「物理的・心理的な余裕のなさ」「教員側の意識の低さ」の３因子
が確認された。さらに，「一次的援助サービス」への自己効力感が高いSCと低いSCで「予防的実践への課題意識」に差
があるかどうか検討したところ，「物理的・心理的な余裕のなさ」および「教員側の意識の低さ」についての差は見られ
なかった。一方で，「SC 自身のスキル不足」においては，自己効力感の低いSC の方が高いSC よりもスキル不足を強く
感じていることが認められた。このことから，SCの予防的実践を滞らせる一番の課題は，SC自身の予防教育への知識や
実践のためのスキル不足にあることが示唆された。 
 
キーワード : スクールカウンセラ (ーschool counselor)，心理教育的援助サービス(psycho-educational services)，ユニバーサ
ル予防教育(universal prevention education)，チーム学校(team school) 
 
 
 
問題と目的 
「チーム学校」におけるSCの在り方 
「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（答申）」（文部科学省，2015）により，SC は学校組織の一
員として位置づけられるようになった。いじめを苦にした自殺，増加する不登校などの児童生徒に対する「こころのケア」
の重要性が指摘され，SCは平成７（1995）年に公立中学校に導入された（杉原, 2013）。それから20年以上の継続および
発展により，現在では全公立中学校への配置が原則となり，SC は学校における子どもたちの「こころのケア」を担う存
在として認知されるようになった（鵜養, 2016）。チームとしての学校（以下「チーム学校」）は，「専門性に基づくチーム
体制の構築」「学校マネジメント機能の強化」「教員一人一人が力を発揮できる環境の整備」の３つの視点をもとに構成さ
れている。これらは，子どもたちの「生きる力」をはぐくむ教育を実現するために必要な，学校の自主性・自律性の確立，
および特色ある学校づくりへの組織的な教育活動を支えるための提言である（濱口,2017）。このうち，「専門性に基づく
チーム体制の構築」においては，教員以外の専門スタッフの参画が求められており，心理や福祉に関する専門スタッフと
して，SC とスクールソーシャルワーカー（以下 SSW）が併記された（文部科学省, 2015）。平成 29（2017）年には，学
校教育法規則の一部を改正する省令（平成29年文部科学省省令第24号）により，法律に明文化されるまでに至っており，
こういった流れはSCの常勤化を示唆するものである（西井,2016）。 
SC および SSW の職務内容は「不登校，いじめ等の未然防止，早期発見及び支援・対応等」に加え「不登校，いじめ
等を学校として認知した場合又はその疑いが生じた場合，災害等が発生した際の援助」とされている。特にSCの場合は，
従来の個別的なアセスメントやカウンセリングおよびコンサルテーションだけでなく，学校アセスメントからニーズを把
握し，社会的スキルを育てる心理教育プログラムの実施や，学校づくりへの助言や提案を行う学級や集団に対する援助が
求められている（八並, 2017）。 
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心理教育的援助サービスとSCの役割 
 教育現場における SC の専門的援助は，学校心理学では「心理教育的援助サービス」と呼ばれており，「３段階の援助
サービス」が提唱されている（石隈, 1999；石隈, 2015）。「心理教育的援助サービス」とは，子どもたちが学校生活を通し
て出会う様々な課題に取り組む際，問題解決を促進することを目的とした教育活動であり，子どもの学習面，心理・社会
面，進路面，健康面における援助である。具体的な援助方法として，入学時の適応，学習スキル，対人関係スキルの向上
といったすべての子どもの援助に応じる「一次的援助サービス」，登校しぶりや学習意欲の低下など，つまずき始めた一
部の子ども，あるいは不適応が危惧される子どもの援助ニーズに応じる「二次的援助サービス」，さらに，不登校やいじ
め，障害や非行といった特別の援助ニーズをもつ特定の子どもに応じる「三次的援助サービス」がある（石隈, 1999）。こ
のうち，「チーム学校」におけるSCの役割として求められる，心理教育プログラムの実施や学校づくりへの提言（八並, 2017）
は，児童生徒の健全な発達と良好な学校適応を支えていくための，「一次的援助サービス」でカバーされる取り組みであ
ると考える。 
近年，文部科学省はいじめを“なくす”のではなく“正しく把握する”という方向に指導の軸足を転換し，子どもたちの仲
間関係を詳細に捉え，より早期における適切な介入を推進している（氏岡,2017）。また，不登校は年々増加し，その延長
として引きこもりやニートの増加といった社会問題にまで発展している。こういった状況を受け，子どもたちの不登校改
善のゴールを学校復帰に設定するのではなく，“学びの機会をいかに確保するか”という方向に指導方針は転換されている。
具体的には，平成 28（2016）年 12 月 14 日に「義務教育の段階における普通教育に相当する教育機会の確保に関する法
律（教育機会確保法）が公布され，不登校児童生徒の特性に合った個々の学び方を尊重し，多様な教育環境を提供するこ
と，ICTを活用した家庭学習等も学校指導要録上の出席扱いとすることなど，幅広い学びの在り方が認められるようにな
った（文部科学省，2016）。こういった流れは，問題が起きてから対処するという個別の関わりへの限界を示唆するもの
である。SC が「チーム学校」の一員として学校システムに関わる立場へ移行していくに伴い，今後は予防的な関わりや
プライマリケアの視点から，より早期における問題への関わりが求められるようになるだろう（福田，2016）。 
 
わが国における予防的取り組みの現状と課題（教員とSCの立場から） 
家近（2017）は，子どもへの「心理教育的援助サービス」と「チーム学校」の視点から，学校心理学に関する国内の論
文動向（2015 年 7 月～2016 年 6 月）を分析している。それによると，子どものいじめ，不登校，学校・学級適応といっ
た課題に対し，実践から得られた知見を提供する「二次および三次的援助サービス」に関する研究（いじめの理解や早期
発見，不登校児童生徒への具体的な支援方法など）が上位を占めている。続いて，授業づくりや心理教育といった「一次
的援助サービス」に該当する実践が挙げられており，心理教育では教師が実施して効果を上げている実践的な研究が多い
（家近,2017）。教員の予防教育については，構成的グループ・エンカウンターの実践，人権教育，生活習慣教育，いのち
の教育といった人間関係に直接アプローチする取り組みが中心となっている（越・安藤,2013）。その反面，ストレス・マ
ネジメントやライフスキル教育，怒り・衝動のコントロールといったネガティブな感情を取り扱ったり，率直な自己表現
をしたりする個々の力を高める取り組みは少ない（家近,2017）。また，予防教育を積極的に実践している教員がいる一方
で，実践に対して消極的な教員もおり，両者のモチベーションの違いを規定する要因として，「教師の効力感の有無（予
防教育をする自信）」「職場環境の問題（同僚や学校管理者の予防教育への無理解）」「予防教育に関する知識・情報不足」
といった課題が挙げられている（越・安藤, 2013）。このことから，予防教育を実践していく上では，職場の理解や実践に
つながる環境に加え，実践者自身の予防教育に関するスキルの獲得状況や，実践に対する自己効力感が重要な要因となり
うることがわかる。 
一方で，SC の予防的取り組みを概観してみると，対象となる児童生徒への個別の関わりを通した実践報告はなされて
いるものの，クラス単位，学年単位，学校単位で行った予防教育にSCが関与した研究報告数は見当たらない（西井，2008）。
近年では，SC が教師と連携し，悩みやストレスへの対処法を伝えるプログラム（松岡，2011）や，中学生の自尊感情を
高めるためのブレーンストーミング法を用いた心理教育実践（鈴木・川瀬，2013），さらには，いじめ・暴力・不登校・
自殺へのアプローチとして，アンガーマネジメントを導入した授業（佐藤，2016）等の報告がなされるようになった。し
かし，客観的なデータを引用して実践の効果を検討した報告は少なく，また効果の検討についての課題も多い。この点に
ついては，学校全体を対象とした予防教育を導入しようとした場合，教師と複数の専門家で構成されたチームによる大が
かりな取り組みを要するため，SCによる通常勤務内での実施は不可能に近いとの指摘もある（荒木・窪田・小田・阿部・
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白井・安達，2010）。このような背景もあり，SCが取り組む予防教育実践の効果や，実践への課題についての知見を得る
ことは難しい状況にある。しかし，「チーム学校」の構想の下でSCが果たすべき役割を考えると，今後はSCが教員に代
わって，あるいは教員と連携して実践する関わりが求められるようになるであろう。そのため，SC による実践を拡げ，
定着させていくための手法や配慮すべき点など，意義ある実践につながる視点を獲得する必要がある。 
 
本研究の目的 
本研究では，「チーム学校」の構想の下，今後 SC が学校における予防教育の中心的な役割を担っていくであろうこと
を想定し，現行の SC 体制の中で行われている予防的取り組みの現状を把握することに加え，SC が予防的取り組みを実
践していく上での課題について検討することを目的とする。その際，予防教育実践へのモチベーションを後押しする要因
として，自己効力感の視点から分析および考察を加えていくこととする。 
 
 
方法 
対象・期間 
 A 県臨床心理士会主催の研修会（平成 29 年 6 月 18 日開催）に参加した SC34 名（男性 5 名，女性 29 名）を対象に，
無記名による質問紙調査を実施した。 
 
質問紙 
「予防的実践への課題意識（10項目）」  
越・安藤（2013）を参考に作成し，「まったく思わない」から「とてもそう思う」の４段階評定で回答を求めた。なお，
越・安藤（2013）は，教員が予防教育を実施する際の課題（岡﨑・安藤, 2012）を参考に作成されており，教員の視点か
らの項目記述となっていた。そのため，本研究ではSC 用に記述を改めた。また，本調査ではSC が主体となり予防教育
を実施することを前提とし，その際の課題を検討することを目的としていたため，予防教育導入の必要性自体を問う内容
については除外することとした。したがって，全 12 項目のうち，「実施の必要性を感じない」「ある程度「問題」はあっ
ても仕方ない」を除く10項目を用いた。加えて，これまでのSC活動における予防的実践経験の有無についても尋ねた。 
 
「３段階の心理教育的援助サービス実践への自己効力感（９項目）」 
「３段階の心理教育的援助サービス（石隈,1999）」の各援助について，それぞれの援助サービスにおける生徒・保護者・
教員への対応を想定した質問文を作成した。各質問項目に対し「まったく思わない」から「とてもそう思う」の４段階評
定で回答を求めた。 
 
なお，本研究は法政大学大学院人文科学研究科研究倫理委員会による承認を受けている。 
 
 
結果 
本調査では34名から回答が得られたが，そのうち１名は研修会に参加していたものの「SCとしての活動実績なし」と
の自己申告があり，白紙回答であったため分析から除外した。また，33 名中初任者が８名おり，予防的な取り組みへの
実践において全ての初任者が「実践経験なし」と回答していた。本研究はSCが実践する予防教育の現状と課題について
検討することを目的としていたため，初任者は仮に実践のための準備があったとしても，SC としての業務に加え，勤務
校における相談体制や連携構築において勤務開始から３ヶ月では十分な取り組みを行うことは不可能であると判断した。
そのため，以降の分析においては初任者を除く 25 名の回答について分析を行うこととした。なお，１名については 19
項目中１項目のみ欠損値が確認されたため，系列平均を補完し分析の対象に含めた。 
 
「予防的実践への課題意識」についての因子構造 
各項目の回答について「まったく思わない」（１点），「あまり思わない」（２点），「ややそう思う」（３点），「とてもそ
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う思う」（４点）として得点化した。得点が高いほど，該当項目に対する課題意識が高い（その理由により実践が難しい
と思っている）ことを示す。「予防的実践への課題意識」の構成要因を検討するために，10項目からなる「課題意識得点」
についての因子分析を行った（重み付けのない最小二乗法・プロマックス回転）。その結果，解釈可能性と固有値の変化
の様子から３因子を抽出した。なお，「２．実施する自信がない」は第１・第２因子に同程度負荷していたため削除した。
回転後の各項目の因子負荷量および基礎統計量は表１の通りであった。 
 
表１ 予防的実践への課題意識尺度の因子分析および基礎統計量（n＝25） 
  
 
第１因子は，「研修を受けたことがない」「やり方がわからない」「有効なプログラムが見当たらない」などの４項目
から構成されており，SC 自身の予防的実践への準備状態あるいは，実践に必要なスキルを有しているかについての項
目であると判断されたため，「SC自身のスキル不足」因子と命名した。第２因子は，「実践する時間がない」「別の優先
課題がある」などの３項目から構成されており，勤務先で SC が求められる活動内容によっては，予防教育の実践が妨
げられるであろうと予測される内容から構成されていたため，「物理的・精神的余裕のなさ」因子と命名した。第３因
子は，「予防的な取り組みに対する管理職の興味関心がない」「予防的な取り組みに興味関心のある教員が少ない」の２
項目から構成されており，教員側が予防教育の必要性や課題意識を有しているかについて示した項目であると捉えられ
たため，「教員側の意識の低さ」因子と命名した。なお，因子間の相関については，いずれの因子間にも，弱から中程
度の正の相関が見られ，第１・第２因子間に５％水準で有意な差が確認された。 
 
「一次的援助サービス」への自己効力感の高・低と課題意識との関連 
表２は「３段階の心理教育的援助サービス」実践への自己効力感について，各項目の平均値（M）および標準偏差（SD）
を示したものである。 
 
 
F1 F2 F3 h 2 M SD
第１因子：SC自身のスキル不足（α＝.89）
1.04 -.19 .17 .96 1.92 1.04
.96 -.03 .01 .90 2.00 1.08
.81 .03 -.10 .68 2.21 0.76
.52 .07 .18 .37 1.88 0.73
第２因子：物理的・精神的余裕のなさ（α＝ .77）
-.05 .76 .13 .62 2.68 0.99
-.18 .71 .25 .57 2.68 0.90
.11 .70 -.09 .54 2.16 0.80
第３因子：教員側の意識の低さ（α＝.90）
.04 .08 .90 .87 2.32 0.90
.08 .05 .84 .76 2.44 1.04
削除項目
.54 .58 -.22 .87 2.32 0.80
F1 ― .50 * .11
F2 ― ― .32
F3 ― ― ―
 8. 実践する時間がない
 7. 別の優先課題がある
 3. 教職員に説明する自信がない
 1. 有効なプログラムが見当たらない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　注）* p <.05
項　　　目
因子
 9. 研修を受けたことがない
10. やり方がわからない
 2. 実施する自信がない
                                               因子間相関
                                                
                                                 
 4. 実践しても効果がない
 6. 予防的な取り組みに対する管理職の興味関心がない
 5. 予防的な取り組みに興味関心のある教員が少ない
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表２ 「３段階の心理教育的援助サービス」実践への自己効力感の平均および標準偏差（n＝25） 
 
  
「二次および三次的援助サービス」については，得点範囲が３—４となっており，回答した全ての SC が取り組むことが
できると回答していたため，今回は分析の対象としていない。一方で，SC の予防的取り組みに該当する「一次的援助サ
ービス」においては，得点範囲に１—４とバラつきがあり，SCによって“できる”と思っている者と“できない”と感じ
ている者に分布が分かれていた。そこで，得点範囲１—２点を「低群（予防的取り組みに対する自己効力感が低い）」（９
名），３—４点を「高群（予防的取り組みに対する自己効力感が高い）」（16 名）と設定し，前述（表１）の「予防的実践
への課題意識」の各因子における人数（n），平均値（M）および標準偏差（SD）を算出した（表３）。 
 
表３ 「一次的援助サービス」における自己効力得点の高・低と課題意識因子の記述統計量
 
 
t検定の結果，「SC自身のスキル不足」において，両条件の平均の差が有意であった（t（23）＝3.72，p＝.001）。一方，
「物理的・精神的余裕のなさ（t（23）＝1.19，p＝.248）」および「教員側の意識の低さ（t（23）＝0.04，p＝.972）」にお
いては両条件の平均に有意差は見られなかった。 
 
 
考察 
「３段階の心理教育的援助サービス」実践に対する自己効力感得点の集計結果から，「二次および三次」においては，
回答を得たすべての SC において，実践のための自己効力感が高い（得点範囲３—４となっている）ことが示された。こ
のことは，SC がもともと不登校やいじめ等の不適応問題への対応を目的に導入された背景を考えると，現状において設
置の目的に適った働きができる体制にあることを示しているものと思われる。一方で「一次的援助サービス」においては，
できると回答した自己効力感の高いSCと，できないと回答した自己効力感の低いSCが存在することが明らかとなった。
SCの常勤化も見据えた「チーム学校」の構想においては，SCはこれまで以上に予防的な介入が求められることが想定さ
れる。その場合，週１日７時間 45 分という限られた勤務時間の中で，不適応問題が表面化しているケースへの対応が中
心とならざるを得ない現行の体制を考えると，今後は予防的実践のための時間を確保することは比較的容易となるであろ
う。しかし，実際に枠を確保したとしても，それを学校側が必要としているか，または必要としている場合，積極的に実
践を行っていくための準備がSC側にあるかといった点についても検討する必要があると考えた。そこで，予防的実践に
対する自己効力感（「一次的援助サービス」の自己効力感得点を使用）の高・低により，予防的教育実践への課題意識に
 1．不登校やいじめ、非行などで不適応を起こしている子どもに対応することができる 3.36 0.49
 2．不適応を起こしている子どもの保護者に対応することができる 3.48 0.51
 3．不適応を起こしている子どもや保護者への対応について教員にコンサルテーションをすることができる 3.52 0.51
 4．不登校やいじめ、非行などで不適応を起こしそうな子どもに対応することができる 3.36 0.45
 5．不適応を起こしそうな子どもの保護者に対応することができる 3.32 0.76
 6．不適応を起こしそうな子どもや保護者への対応を教員にコンサルテーションすることができる 3.36 0.49
 7．予防のために、全ての子どもたちに適応力を高めるためのワークや授業ができる 2.76 0.88
 8．予防のために、全ての子どもたちに家庭でできる声かけや関わり方を保護者に教えることができる 2.92 0.76
 9．予防のために、全ての子どもたちに教室で実践できるワークや授業のやり方を教員に教えることができる 2.80 0.82
「二次的援助
サービス」
「一次的援助
サービス」
項　　　目 M SD
「三次的援助
サービス」
低群 高群 低群 高群 低群 高群
ｎ 9 16 9 16 9 16
M 2.64 1.64 2.74 2.38 2.39 2.38
SD 0.74 0.58 0.80 0.71 1.05 0.89
   SC自身のスキル不足 教員側の意識の低さ物理的・精神的余裕のなさ
注） 得点が高いほど予防教育を実践する上で課題があると感じている。
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差が見られるかどうかについて検討を行った。その結果，「一次的援助サービス」に対する自己効力感の低いSCの方が，
「SC 自身のスキル不足」を感じていることが明らかになった。一方で，現行の勤務体制の枠組みの中で実践していくこ
とへの「物理的・心理的余裕のなさ」や，「教員側の意識の低さ」については，両者に差は見られなかった。このことか
ら，SC が予防的な実践を行っていく上では，勤務上の制約に加えて，連携していく教員側のニーズといった課題も当然
存在するわけであるが，実践を滞らせる一番の課題は，SC 自身の予防教育への知識や実践のためのスキル不足にあるこ
とが示唆された。 
 
 
展望 
「チーム学校」に向けて取り組むべきSCの課題 
上記の結果を考慮すると，「チーム学校」の始動に伴う SC の常勤化が，不登校やいじめをはじめとする不適応問題の
即効的な改善に寄与していくであろう，という安易な見通しには注意を要する。予防的な介入をSCに期待するのであれ
ば，効果が確認されている予防介入プログラムにはどのようなものがあり，どういった流れで実践していくとよいのかを
明示していく必要があるだろう。近年 SC は，学校における心理の専門家として必要性が認知されるようになると共に，
求められる専門性も高くなっている（石川, 2015）。その一方で，アメリカのようにSCの教育体制が構築され，ある一定
水準の教育を受けた上で現場に出ていくという訓練システムが日本の養成課程にあるわけではない（ASCA,2017；西山, 
2017）。臨床心理士の指定大学院・専門職大学院においても，教育領域に特化したカリキュラムを組むことはできないた
め，大学院で教育領域の講義・演習を経験しないで，SCになる人も多くいる（増田, 2015）。この点について，かしま（2008）
は，SCのOJT（On the Job Training）の実現が難しい状況では，“心の教室相談員”などのボランティアに近い立場から経
験を積んでいった方が，学校現場の状況も把握しやすく，自身の資質を生かした機能の仕方の模索も容易になるであろう
としている。10年前から指摘されている課題が今も変わらずに継続している状況を考えると，SC養成を視野に，大学院
教育におけるカリキュラム構成や，卒後研修プログラムを系統的に行う時期に来ている（増田, 2015）という指摘も頷け
る。 
 
SCの立場でできる予防教育の提案 
予防教育というと児童生徒または保護者を対象に大掛かりな講話や授業をする，あるいは，教員を対象とした研修会を
開催するといった取り組みがイメージされがちである。しかし，定期的な相談室だよりの発行による啓発的な取り組みや，
困ったことや心配なことがあった際に，気軽に相談できる関係や環境づくりといった配慮も広義に捉えると予防の範疇に
入ってくるであろう。例えば，SC の業務内容を細かく見渡してみると，相談につながる関係づくりについては，授業観
察や給食交流，各種学校行事への参加を通して，SC がどんな人でどんな時にサポートしてもらえる人であるかというこ
とを子どもたちに関わりを通して伝えていくということができる。また，環境づくりという点においては，休み時間や昼
休みの自由来室枠の確保や，相談ポストの設置，相談室直通の電話の設置といったように，風通しの良い環境を整備して
おくことも予防に繋がる取り組みであると思われる（文部科学省，2017）。環境という点を，もう少し広い視野で捉えて
みると，ユニバーサルな視点での学校全体への介入も可能である（渡辺, 2015）。様々な専門的背景を有したSCが混在し，
予防的介入に対する実践のスキルやモチベーションもまちまちである現状を考えると，簡易に取り組むことのできる予防
的な視点を伝えるお便りの発行や，いじめや暴力といった問題行動を防ぐ学校内の環境作り，クラス場面で日常的に実践
が可能な予防的取り組み等のノウハウを集約し，SC が十分な知識と技術を携えた上で現場に関わっていくためのサポー
トシステムの構築が重要となるであろう。 
 
付記 
本論文は，日本学校心理学会第19回つくば大会（2017年9月16日・17日）で発表した内容について，データを再分析し加筆修正し
たものである。 
 本論文の執筆に際し，細やかなご指導を賜りました法政大学文学部心理学科の吉村浩一先生，同じく法政大学文学部心理学科の渡辺弥
生先生に心より感謝いたします。また，調査にご協力いただいたスクールカウンセラーの先生方に厚く御礼申し上げます。なお，データ
の分析方法については法政大学大学院人文科学研究科の安 正鎬さん，学校組織における教員の立場や教員間の相互作用については，草
海由香里さんに貴重なご意見をいただきました。どうもありがとうございました。 
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